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令和３年度補正予算「地域デジタル人材育成・確保推進事業

（現場研修プログラム候補の案件組成事業）」

～調査報告書（公表版） ～

令和５年３月３１日

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー株式会社

関東経済産業局御中
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実施体制

新潟県や株式会社イードアなどと連携することで、地域に根差したDX推進を実現するため
の体制を整えました。
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業務の実施：地域企業に対する現場研修プログラム概要説明及び協働候補企業の発掘

多くの企業に本事業を知ってもらうため、5つのセミナーを通じて延べ250名の参加者に対し
て周知活動を実施しました。

セミナー名 主催者 実施日 参加者数

１ デジタル化推進セミナー 建設業協会 令和4年7月1日 約30名

２
新潟県旅館ホテル組合

理事会
新潟県旅館ホ

テル組合
令和4年7月11日 約20名

３
変革期における製造DXの

現場セミナー
にいがた産業創
造機構

令和4年7月27日 約90名

４ 建設業経営管理セミナー 商工会連合会 令和4年7月27日 約50名

５ DXみらい経営社長塾
にいがた産業創
造機構

令和4年9月12日 約50名

新潟県旅館ホテル組合理事会での説明の様子

DXみらい経営社長塾での説明の様子
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業務の実施：地域企業に対する現場研修プログラム概要説明及び協働候補企業の発掘

12社に対して個別に現場研修プログラムの概要説明やDXニーズの顕在化などを図った結
果、7社が参加意向を示しました。

会社名 業種 アプローチ方法 説明日 関心など

１ A社 食品製造業 新潟県からの紹介 令和4年6月15日 現場研修プログラムへの参加意向あり

２ B社 小売業 新潟県からの紹介 令和4年6月17日 現場研修プログラムへの参加意向あり

３ C社 サービス業 新潟県からの紹介 令和4年7月4日 現場研修プログラムへの参加意向あり

４ D社 金属加工業 イードアからの紹介 令和4年7月25日 現場研修プログラムへの参加意向あり

５ E社 サービス業 イードアからの紹介 令和4年7月25日 現場研修プログラムへの参加意向あり

6 F社 建設業 イードアからの紹介 令和4年7月25日 現場研修プログラムへの参加意向あり

7 G社 情報通信産業 直接アプローチ 令和4年7月1日 従業員の教育の一環として受講生での参加意向あり

8 H社 サービス業 直接アプローチ 令和4年7月14日 参加意向なし（企業の紹介の可能性あり）

9 I社 情報通信産業 直接アプローチ 令和4年7月4日 参加意向なし（企業の紹介の可能性あり）

10 J社 建設業 セミナー 令和4年8月2日 研修テーマと合わずに見送り（実装・運用段階）

11 K社 食品製造業 セミナー 令和4年8月1日 現場研修プログラムへの参加意向あり

12 L社 建設業 セミナー 令和4年7月27日 平日等の受入対応が難しく、見送り
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業務の実施：ヒアリングシートの作成

制定のヒアリングシートを活用しながら、課題やビジョン、受入に伴う制約、DXレベルの確認
を実施することで、適切な研修テーマの設定に繋げました

企業名
課題が明確か

（明確 or 不明確）
ビジョンが明確か

（明確 or 不明確）
研修受入に伴う制約や

リスク

DXのレベル（※）
（高い・普通・低い）

食品製造業A社 明確 明確 無し 高い

小売業B社 明確 明確 無し 高い

サービス業C社 明確 明確 無し 普通

金属加工業D社 明確 明確 無し 低い

サービス業E社 明確 明確 無し 普通

建設業F社 明確 明確 無し 低い

食品製造業K社 明確 明確 無し 普通

※DXのレベルについては、デジタルツールの導入状況や経営者のデジタル・DXについての考え方などをもとに、ヒアリング先７社を相対的に比較して判断した
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企業ヒアリングから見えてきた課題と考察

地方のデジタル人材を確保するため、地域特性を活かした人材育成プラットフォームの構築
が必要だと考えます。

✓ 新潟県内の中小企業約30社にヒアリングを実施

✓ 地方においては人手不足が深刻化するなか、業務効率化・
生産性向上が急務

✓ デジタル化の必要性は理解しているが、デジタル化を推進して

いく人材が不足している。また、現場においてはデジタル化に抵

抗を持つ社員も存在する（経営者が従業員にビジョンを示せ
ないことに一つの要因がある）

✓ デジタル化は目的ではなく、手段である。目的となる経営課

題や体制等は企業によって、全く異なるため個社ごとの個別
支援が求められる

◼ 地方においてデジタル人材をより育成できる仕組みが必要

◼ デジタル人材の育成のみならず、経営者や現場リーダーなどに

対しても、デジタルリテラシーの向上が必要不可欠

◼ 地域の特性にあった人材育成のプラットフォームを確立するこ

とで、デジタル人材の育成と、企業の経営課題解決の好循

環を目指す

目指す姿 【地域でデジタル人材を育成する体制の確立】

企業ヒアリングから見えてきた課題

考察（今後の方向性）
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【ご確認事項】

• 本報告書は、貴局と当法人との間で締結された、令和4年6月29日付け契約書に基づいて実施した令和3年度

補正予算「地域デジタル人材育成・確保推進事業（現場研修プログラム候補の案件組成事業）」をご報告する

ものであり、保証業務として実施したものではありません。内容の採否や使用方法については貴局自らの責任で判

断を行うものとします。

• 本報告書に記載されている情報は、調査時点のものであり、公開情報を除き、貴局又は調査対象者から提出を

受けた資料、また、その内容についての質問を基礎としております。これら入手した情報自体の妥当性・正確性につ

いては、当法人側で責任を持ちません。
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